　運動器の機能向上に関する基本的な国の指針
　以下は、運動器の機能向上に関する国（厚生労働省）の基本的な指針として挙げられたものを要約し抜粋したものです。
厚生労働省介護予防マニュアル（運動器の機能向上支援マニュアル）作成班発行、運動器の機能向上マニュアルより抜粋。（主任研究者：東京都老人総合研究所　介護予防緊急対策室長　大渕修一氏）

· 狭義の機能向上ではなく、QOL向上を目指す

· 要支援、要介護状態になることを水際で食い止める

· サービス提供期間は、筋力の向上のみならず、いかにご家庭での日常生活に運動を取り入れるかという、行動を定着させ、習慣化するための期間という位置づけに注意する。
· 運動を自主的に継続するための工夫としてのセルフモニタリングの重要性「行動の定着、習慣化への補助」気付きをもたらす。

· 定期的なフォローアップを行う。逆戻り防止策。プログラム終了後も、継続的に評価していくことが重要。①加齢に由来する退行変性からの機能低下②運動行動の定着不全③ライフイベンツによる獲得した習慣からの離脱。これらにより機能低下（逆戻り）を呈し、次年度の基本健診では間に合わないことも想定に入れる。
· 筋力のみならず、バランス能力、歩行能力、複合動作能力など体力の諸要素を個別に評価し、包括的なプログラム提供を行う。

· 体力測定等の評価における数値はあくまでも目標達成の目安であって、その数値自体を目標とするものではない。

＜以下、平成21年4月より加わったもの＞

· 骨折予防及び膝痛・腰痛対策に着目

· 痛みの評価をしているか

· 運動器疾患は痛みを伴うことが多く…早期診断とともに年齢を考慮した根拠のある治療が適切に行われることが必要
· 適切な運動器疾患の予防を目的とした運動器の機能向上プログラム実施には医療との連携は必須となる。

